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1．はじめに
　現在，長良川河口堰のゲートを開けて，河口堰の環境影響調査をすることが愛知県長良川河口堰最適
運用検討委員会（以下，最適運用委員会）で議論されている。筆者も最適運用委員会の前委員会が設置
されて以来，委員として関わってきた。長良川河口堰は本格運用を開始して既に 20 年以上経過した施
設である。計画策定時から建設時にかけて複数回にわたる大規模な建設反対運動を経験した後，多くの
反対を押し切って 1995 年 7 月に本格運用を開始した（伊藤 2005，2006）。通常，公共事業を巡る反対
運動は，対象施設が完成すると，勢いが削がれ，やがて終了する。しかし，長良川河口堰の場合，堰が
完成し運用が開始された後も，反対運動は，さすがに規模は小さくなったものの，消えることなく存続
している。反対運動を担う市民グループは運用後の長良川河口堰の運用実績，さらには環境面，財政面
の問題を中心に，現在も問題の指摘を続けている。
　本来，こうした運動の存続はその目的に照らして考えれば，決して不思議なことではない。ダム・河
口堰完成後の環境影響を懸念した反対運動であれば，対象施設が完成したからといって，懸念が消える
わけではない。問題は継続し，懸念が現実へと変貌していく。対象施設完成に伴う財政問題の懸念もよ
り現実のものとなっていく。従って，ダム・河口堰問題では，対象施設が完成したからといって解決す
る問題は何 1つなく，施設完成後も何らかの検証システムが求められているのである。そうしたシステ
ム構築がなされない場合，反対運動は問題の解決に向けて運動を継続するのが自然な状態である。
　これまでダム・河口堰建設反対運動が施設完成後に消滅しがちな 1つの理由として，施設が完成した
ことに伴う運動側の挫折感を挙げることができよう。またもう 1つの理由として考えられるのは，次の
ターゲットへの人的資源の移動である。これは日本よりも韓国の環境保護団体においてより顕著に見る
ことができる（浅野他 2011，伊藤 2017）。韓国の環境保護運動は日本と異なり，全国的に組織されたプ
ロフェッショナルな環境保護団体がダム・河口堰建設に伴う環境問題等に関わる運動を担ってきた歴史
がある。プロフェッショナルな団体が環境保護運動の中心を担う場合，その団体の活動財源は会員から
の会費と国民からの寄付金が中心となる。従って，そうした団体は絶えず会員や国民の関心が得られる
ように，問題を焦点化し続け，問題の深刻さを主張し続けなければならない。そのような状態を前提と
した場合，対象施設が完成してしまうと，当該問題は会員や国民の関心低下を免れることができず，環
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境保護団体はより会員，国民の関心を得られやすい次のターゲットに人的資源を振り向けざるを得ない
のである（浅野他 2011）。
　筆者がこれまで韓国の環境保護団体の活動を観察する中で，その活動の大きさや活発さに強く惹か
れ，かつ評価しながらも，手弁当を原則とし，基本的にアマチュアで，かつ動員力の小さな日本の環境
保護団体にもそれなりの強みがあると感じてきたのは，こうした点にある。アマチュアだからこそ，問
題の本質からそれることなく関心を持ち続けることができる。言い換えれば，あきらめの悪い，しつこ
い運動を継続することが可能なのである。
　そして，こうしたしつこい環境保護運動が継続すると，当該の環境問題は細々ながらも人々の関心を
持ち続けていく。日本の環境問題が韓国や欧米諸国のように強い関心を向けられることは少ないもの
の，関心を失うことなく，政治レベルにおいて一定の関心を持ち続けることができているとすれば，そ
れは，こうした地道な環境保護運動が継続して活動していることによると筆者は考えている。
　本稿はこうした理解の下にどのようなテーマがどのような形で語り続けられているのか，またそうし
た論争はどのような状況を呈しているのか等を具体的に見ていくことを目的とする。事例は，現在，愛
知県で検討が続けられている長良川河口堰の開門調査問題である。愛知県は長良川河口堰の運用開始に
よって環境が著しく悪化したと認識し，対策委員会を設置した。委員会のメンバーには筆者を含め，こ
れまで長良川河口堰の建設反対運動を担ってきた委員が複数おり，上述の環境保護運動の延長として開
門調査問題が位置付けられていることがわかる。今後のわが国の環境保護運動を考えていく際，検討に
値する事例である。
2．長良川河口堰検証プロジェクトチームの立ち上げ
⑴　長良川河口堰開門調査のきっかけ
　現在，愛知県で検討が続く長良川河口堰開門調査に関して，その取り組みのきっかけとなったのは，
大村秀章愛知県知事，河村たかし名古屋市長が 2011 年 2 月の知事選，市長選で，「アイチ・ナゴヤ共同
マニフェスト」，環境政策については「『10 大環境政策』で環境首都アイチ・ナゴヤ」を掲げて当選し
たことにある（表 1）。これら 10 大環境政策のうち，水環境の改善に関わるマニフェストが 4項目を占
める。当該地域の環境保護団体が関心を持ち続けてきた項目のほとんどが政策に掲げられ，しかも明ら
かにダム・河口堰を問題とする方向性を持つマニフェストであった。
　もちろん，問題とすべきは，これらのマニフェストが実際にどれだけ実現されるのか，実現されてき
たのかであるが，本稿は両首長の政策評価を目的とするものではないことから，これ以上の言及は避
け，長良川河口堰の開門調査に関するその後の動きに焦点を当てて見ていく。
⑵　専門委員会の概要
　2011 年 2 月，愛知県知事に当選した大村知事は早速，マニフェスト「10 大環境政策」の 4番目の政
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策である「長良川河口堰の開門調査」のための組織を立ち上げる。組織は 2階建てで，まず長良川河口
堰検証プロジェクトチーム（以下，検証プロジェクトチーム）が検証プロジェクトのあり方について広
く関係者からの意見を聞くとともに，専門的見地からの知見の集約を行うために設置された（愛知県
2012）。そして，その下に具体的な検証作業を行う長良川河口堰検証専門委員会（以下，専門委員会）
が設置された（図 1）。専門委員会は，長良川河口堰の運用に関わる治水，利水及び環境面の影響につ
いて広く知見を集約，整理して，検証プロジェクトチームに報告することを業務とした。従って，個別
具体的な検討の多くは専門委員会が行った。
　検証プロジェクトチームの編成は，座長に愛知県政策顧問の小島敏郎（元青山学院大学国際政治経済
学部教授）を据え，その他に 4人の委員が就任した。一方，専門委員会は座長が同じく小島敏郎と京都
大学名誉教授の今本博健で，その他に 6人が委員に就任した。委員以外に検証プロジェクトチームの委
員 2人がオブザーバーの形で議論に参加したため，検証プロジェクトチームの委員 5人は全員専門委員
会に関わることとなった。筆者は専門委員会の委員として参加したため，検証プロジェクトチームの会
議内容に詳しくない。しかし，具体的検討の多くは専門委員会で行われ，また，検証プロジェクトチー
ムの委員は全て専門委員会に参加していたため，全体の雰囲気は理解しているつもりである。例えば専
門委員会の委員は 8名，オブザーバー2名で，この 10 名で見ると，開門派 6名，開門反対派 4名であっ
た。
表 1　『10大環境政策』で環境首都アイチ・ナゴヤを
1
藤前干潟を市民とのふれあいのメッカに
　　ラムサール条約登録の 11 月 18 日を「県民・市民環境デー」としてイベントを開催し，伊勢湾・三河
湾地域へ取り組みを拡大
2
2010 COP10 を継承
　　生物多様性条約締約国会議の成果を活かしたシンポジウムやイベントを開催
3 木曽川水系連絡導水路事業の見直し
4 長良川河口堰の開門調査
5
世界最先端の自動車環境都市の実現へ
　　バッテリー交換式ＥＶタクシーの全面普及を達成し，世界最先端の環境都市を実現
6
自転車環境を整備
　　都市部での安全な自転車環境整備を促進し，ベロタクシーの常時運行を推進
7 バイオマスエネルギーの活用を推進
8 太陽光発電の支援
9
都市緑化の推進
　　森林，里山の保全に努めるとともに，まちの緑化率を高め，壁面緑化や屋上緑化を推進
10
河川の自然再生
　　集水域管理をベースに，河川の自然再生をすすめる事業に取り組む
出典）減税ニッポンHP「アイチ・ナゴヤ　共同マニフェスト」（http://genzeinippon.com/seisaku/aichinagoya）
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　専門委員会は完全にオープンな形で開催され，傍聴席からの発言も全て取り上げられた。もちろん，
批判も自由であり，専門委員会に提出されたパブリックコメント等は筆者から見れば誹謗中傷の嵐だっ
た。また，資料収集，報告書作成は全て委員の手で行われたため，委員はかなりの時間をこの委員会の
ために費やすこととなった。会議そのものは傍聴席から発言する国土交通省（以下，国交省）の役人を
含め，なかなか刺激的であった。専門委員会は 2011 年 7 月 14 日に召集され，途中，集中審議期間を含
めて計 11 回開催された。そして 11 月 7 日の委員会で最終的なとりまとめが行われた（表 2）。
　ここで少し個人的な感想を述べると，長良川河口堰等の鋭く対立した問題を巡って賛成，反対双方の
委員が参加して議論をすることは，当該問題の理解を深める点において大変望ましいと考える。しか
し，その議論を本当に実り豊かなものにするためには，あまりにも時間が足らなかったというのが正直
表 2　長良川河口堰の開門調査のための検討の流れ
2010 年 12 月 19 日 大村議員「環境マニフェスト（長良川河口堰開門調査）」
2011 年 1 月 18 日 大村議員・河村市長「アイチ・ナゴヤ共同マニフェスト（長良川河口堰の開門調査）」
2011 年 5 月 30 日 大村愛知県知事が定例記者会見で長良川河口堰検証プロジェクトチーム設置を表明
2011 年 6 月 8 日
第1回長良川河口堰検証プロジェクトチーム会議開催（～以後，第9回（2012年1月17日）
開催）
2011 年 6 月 8 日 第 1回長良川河口堰検証公開ヒアリング開催（～以後，第 3回（2011 年 7 月 14 日）開催）
2011 年 7 月 14 日 第 1回長良川河口堰検証専門委員会開催（～以後，第 11 回（2011 年 11 月 7 日）開催）
2011 年 9 月 24 日 『報告書（案）』のパブリックコメントを実施（～2011 年 10 月 23 日までの 30 日間）
2011 年 11 月 7 日
専門委員会が『報告書（案）』を採択（第 6回検証プロジェクトチーム会議（2011 年 11
月 21 日）において報告）
2012 年 1 月 21 日 完成した『報告書』が知事に渡される。
出典）愛知県（2012）（http://www.cbr.mlit.go.jp/kawatomizu/dam_followup/pdf/nagarapt.pdf）
出典）愛知県（2012）（http://www.cbr.mlit.go.jp/kawatomizu/dam_followup/pdf/nagarapt.pdf）
図 1　長良川河口堰の開門調査のための組織構成
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な感想である。各委員が元々開門賛成，反対に分かれており，与えられた会議スケジュールの中で立場
を乗り越え，あらゆる論点について十分な議論をすることは不可能であった。そしてそれを示す象徴的
な出来事が 2人の委員の辞任である。筆者の個人的な思いは，最後まで議論を尽くし，意見をまとめる
ことであったが，個々のテーマにおける意見の相違を解消するには至らず，委員の数で劣る開門反対派
の委員は絶えず開門賛成派の意見に押され気味であった。理由は明らかでないが，藤田委員は第 9回，
木本委員は第 10 回の委員会まで参加した後に委員を辞任した。
⑶　報告書の提出と内容
　およそ半年の審議を経て，2011 年 11 月 7 日，専門委員会は『報告書』を完成させる。その後，『報
告書』は検証プロジェクトチームで審議の上，了承され，2012 年 1 月，大村知事に手渡された 1）。こ
の時，長良川河口堰は本格運用開始から 16 年が経過していたが，この間長良川河口堰について，本報
告のように様々な角度から評価を加えたものはない。その点では評価してよいものだと筆者は考える。
しかし，『報告書』はあくまでも問題点の整理をしたものであり，開門調査に向けての第 1歩に過ぎな
い。内容についても調査の実現に向けて足りないところが存在した。
　図 2は『報告書』の目次である。内容としては，1で長良川河口堰の建設・運用に関するこれまでの
経緯が述べられ，以下，2環境，3利水，4治水・塩害，5費用負担についてそれぞれ検証が行われ，6
で開門調査の必要性と支障の解決策についてまとめられた後，7で開門調査の内容が説明されている。
筆者は 3利水と 5費用負担の執筆を担当した。
　ここでは筆者が担当した利水と費用負担について少しコメントしておきたい。長良川河口堰開発水利
権 22.5 ｍ3/sec のうち，2004 年時点で使用を前提に許可された水利権が，愛知県 2.86 ｍ3/sec，三重県
0.732 ｍ3/sec，名古屋市 0.0 ｍ3/sec，全体で 3.59 ｍ3/sec であった（表 3）。開発された水利権との割合
出典）愛知県（2012）（http://www.cbr.mlit.go.jp/kawatomizu/dam_followup/pdf/nagarapt.pdf）
図 2　『報告書』の目次
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で見ると，愛知県 25.4％，三重県 7.9％，名古屋市 0.0％で，全体では 16.0％に過ぎない。明らかに膨大
な水余り状態を示していた。工業用水に至っては一滴も使われていない。また，この膨大な水余りに対
する愛知県の今後の見通しは，これまで全く使用していない工業用水水利権 8.39 ｍ3/sec のうち
5.46 ｍ3/sec を水道用水に転用した上で，尾張地域と愛知用水地域で使用する予定であることと，残さ
れた工業用水 2.93 ｍ3/sec は事業計画が未定であることが明らかになった（表 4）。工業用水において今
後も使用見込みが全く立っていないのである。
　長良川河口堰開発水利権における工業用水から水道用水への転用は，最適運用委員会設置前の 2004
年フルプラン改定時に行われたものである。当時，筆者らは愛知県が長良川河口堰に確保した工業用水
水利権の使用が全く見込まれないことを根拠に，愛知県に対して長良川河口堰建設負担金を水資源開発
公団（現水資源機構）へ支払うことの停止を求める裁判を行っていた。公判で愛知県は工業用水の需要
表 3　長良川河口堰の水利権
工業用水 （ｍ3/sec） 水道用水 （ｍ3/sec）
計画当初 1987 年 2004 年 計画当初 1987 年 2004 年
愛知県 6.39 8.39 2.93 2.86 2.86 8.32
三重県 8.41 6.41 6.41 2.84 2.84 2.84
名古屋市 0.00 0.00 0.00 2.00 2.00 2.00
計 14.80 14.80 9.34 7.70 7.70 13.16
計 （ｍ3/sec） 使用水利権
計画当初 1987 年 2004 年 （ｍ3/sec） （％）
愛知県 9.25 11.25 11.25 2.86 25.4
三重県 11.25 9.25 9.25 0.732 7.9
名古屋市 2.00 2.00 2.00 0.00 0.0
計 22.50 22.50 22.50 3.59 16.0
出典）愛知県（2012）（http://www.cbr.mlit.go.jp/kawatomizu/dam_followup/pdf/nagarapt.pdf）
表 4　長良川河口堰における愛知県の開発水量とその使用先（予定を含む）
開発水利権
（ｍ3/sec）
2/20 渇水年の
開発水量
（ｍ3/sec）
備考
水道用水 愛知用水 2.86 2.15 現在使用中
0.94 0.71
安定供給水源。導水路は既存水路を使用
（+徳山ダム）
尾張地域 4.52 3.40 安定供給水源。導水路は検討中
工業用水 尾張地域 2.93 2.20 事業計画は未定である。
出典）愛知県（2012）（http://www.cbr.mlit.go.jp/kawatomizu/dam_followup/pdf/nagarapt.pdf）
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が発生することを主張し，判決は愛知県の主張を認め，筆者ら原告の主張を退けるものであった（伊藤
2006）。しかし，改めてこのような確認作業をしてみて，愛知県の需要予測のずさんさや，予測が大幅
にずれていてもそのままにしておく傲慢さが感じられた。もちろん，愛知県はこれを需要予測の誤りと
は捉えておらず，これらの余剰に見える水源が異常渇水時の水源になることを主張している。しかしな
がら，それは予測の失敗があったからこその結果であって，決して正当な理由として採用できるもので
はない。また，これらの説明には最終消費地と水源施設，水源河川をつなぐ導水路計画が準備されてお
らず，近い将来，最終消費地が異常渇水状態に陥ったとしても，水源施設の使用見通しが立たない。こ
うした根拠のない理由を元に巨額の費用負担が発生してしまっているのが現状である。
　その他，環境に関する検証結果では，長良川河口堰の運用によって環境面で多大の被害の出ているこ
とが示され，一方，治水・塩害面では，開門調査によって問題が発生する恐れにないことが示された。
⑷　開門調査の必要性
　本章の最後に，『報告書』のまとめにあたる 6開門調査の必要性と支障の解決策，7開門調査につい
て見ていく。まず開門調査の実施に当たって必要なのが，具体的な開門方法と開門時期である。『報告
書』では，長良川の環境回復のためには，頻繁な開閉ではなく，回遊魚の遡上，降下時期の開放を必要
とした。また，開門時期は，夏季の高水温時，渇水期の浮遊藻類の発生時，貧酸素環境の拡大が深刻と
なる時期に堰を開放し，その効果を測定する必要があるとした。開門方法は，現状の利水に支障を生じ
させず，塩害が発生しないことを前提に調査開門を行うこととし，その結果，調査期間は農業用水の取
水が終了する 10 月 11 日から翌年 3月 31 日のできるだけ早い時から開門して調査を開始することが望
ましく，開門調査期間は 5年以上必要であるとした。加えて，開門調査の実施方法等を協議する協議機
関を設置するとともに，具体的な調査項目や調査方法を検討する委員会の設置が望まれるとした。
3．長良川河口堰最適運用検討委員会の立ち上げ
⑴　長良川河口堰最適運用検討委員会の立ち上げ
　『報告書』を知事に提出したことにより，検証プロジェクトチームと専門委員会はその役割を終え，
解散する。そして，2012 年 6 月，開門調査の実施に向けて愛知県ができることを検討するための長良
川河口堰最適運用検討委員会が新たに設置され，現在まで続いている。最適運用委員会が設置された具
体的理由は以下の通りである。まず，『報告書』によって，長良川河口堰は環境面で多大な影響を与え
ていることが懸念された。愛知県はその実態を明らかにするために，国交省との間で合同会議を立ち上
げるべく，長良川河口堰合同会議準備会を設置し，開門調査の開催を迫った。そして愛知県は県側の対
応組織として最適運用委員会を設置したのである。しかし，国交省は開門調査の必要性を全く認めてお
らず，長良川河口堰合同会議準備会は 2度開かれたものの合同会議の開催合意に至っていない。国交省
は文書交換には応じるものの，現在も合同会議の開催を拒否している。
142 文学部紀要　第 78 号
　実は今日に至るまでこうした状況が 6年間続いている。国交省との合同会議の受け皿として設置され
た最適運用委員会ではあるが，国交省が合同会議を開催するまでの間，何もしないのも問題の解決を遅
らせるだけである。愛知県としてできることを行う機能を備えた最適運用委員会であることから，これ
までできることに手を伸ばして委員会を開催してきた。また，愛知県も県庁内に長良川河口堰庁内検討
チームを設置し，関係部局の横断組織を発足させた。そして具体的な検討作業を主として最適運用委員
会の利水チームと連動させて開始した。
　最適運用委員会は委員 10 名で構成される。全体総括を小島敏郎が担い，委員会内に利水，塩害，環
境の 3チームが設けられ，それぞれが議題を持ち寄って，開門調査に向けての課題を検討することと
なった。途中で，流域チームが新規編成されたが，いち早く役割を終え，現在は解散している。他の 3
チームも解散し，現在，最適運用委員会に下部組織は存在しない。この間，委員数にも変動があり，
2018 年 11 月現在，12 名の委員が就任している。会議はこれまで 14 回開催されてきた。以下では最適
運用委員会が行ってきた作業を，①国交省とのやり取り，②県民への啓蒙活動，③利水チームの作業に
分けて見ていく。
⑵　国交省とのやり取り
　国交省との合同会議の開催見通しが立たない中，最適運用委員会はこれまで 2回，長良川河口堰開門
調査に係る質問事項として，国交省に文書での問い合わせを行った。いずれも回答は得られている。し
かし，その内容は全く満足のいくものではない。
　それにしてもなぜ，国交省は愛知県との合同会議開催を拒否するのか。国交省がその必要性を認めな
い（朝日新聞 2016 年 12 月 27 日），というのが分かりやすい 1つの答えなのであろうが，そうだとした
ら，国民の税金によって成り立っている組織としては失格である。国と県は管轄する行政域の大きさは
異なれども，どちらも管轄域の行政サービスに責任を有する公的組織である。一方の公的組織がオープ
ンな場での議論を望んでいる時に，それを拒否する理由は民主主義国家に存在しない。最適運用委員会
としては，今後も引き続き合同会議の開催を求めていくと同時に，方向を変え，現在，国交省と最適運
用委員会の間で論点となっている項目をまとめ，よりわかりやすい形で県民に知らせる必要性を感じて
いる。
⑶　県民への啓蒙活動
　最適運用委員会では，検討されている内容，さらにはその背後にある環境観をより多くの人々に知っ
てもらうために，流域チームを中心に様々な啓蒙活動を行ってきた。主なものとして連続講座の開催と
パンフレットの作成がある。表 5は 2015 年 10 月から 2018 年 2 月にかけて 5回にわたって開催された
「清流長良川流域の生き物・生活・産業」連続講座のテーマと参加者数を示している。第 1回のテーマ
は鵜飼：川漁で，鵜匠を招いて会場で鵜飼の実演をしてもらい，現役川漁師に川漁の現状を語っても
らった。2回目は鰻をテーマに，鰻料理店店主にウナギ料理の魅力を語ってもらうなどした。第 3回は
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長良川河口堰同様，韓国プサンの洛東江河口堰で開門に向けての試みが行われており，その取り組みを
学んだ。4回目，5回目もそれぞれ表 5に記されたテーマで講座が開かれている。
　もう 1つの啓蒙活動としては，パンフレット　『166 キロの清流をとり戻すために－まずは長良川河
口堰の「プチ開門」を実現しましょう－』（2016.7）の作成が挙げられる（図 3）。本パンフレットは朝
日新聞（2016 年 11 月 27 日）からは，「大規模なしゅんせつは本当に必要だったのか」，「正しい環境ア
セスメントができているか」，「過剰な水資源開発への反省」など刺激的な見出しが並び，「県も参加し
た事業に対し，異例の辛口論評だ」とコメントされるなど，十分評価に値する冊子になっている。全
42 ページで写真も多く，最適運用委員会としては相当出来のよいものができたと考えているが，一方で
「字が小さくて読みにくい」，「難しい」という批判もいただいた。最適運用委員会では今後も啓蒙的な
表 5　「清流長良川流域の生き物・生活・産業」連続講座
開催日 テーマ 参加者数
2015 年 10 月 31 日 今を生きる　逞しき伝統美　“鵜飼：川漁” 約 80 名
2016 年 2 月 21 日
絶滅危惧種ウナギを食す日本！ 長良川に生きぬくウナギと伝統漁法
から鰻をうまくいただく未来を考えよう
約 50 名
2016 年 7 月 31 日
なぜ開門調査をめざすのか：韓国の事例と伝統漁法から学ぶ～開けゴ
マ！ 川と海，ぎっしり詰まった宝よ，出てこい！～
約 80 名
2017 年 5 月 28 日 水は賢く大切に使う時代が来た！ 愛知県の新たな水需要のプラン 約 30 名
2018 年 2 月 18 日 長良川の魅力を語りつくす！ 約 70 名
出典）愛知県HP（https://www.pref.aichi.jp/soshiki/tochimizu/0000050209.html）
図 3　 パンフレット『166キロの清流をとり戻すために―まずは
長良川河口堰の「プチ開門」を実現しましょう―」の表紙
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パンフレットを発行する必要性を認めており，より分かりやすく，読みやすいものとするために，漫画
形式の冊子発行も議論の俎上に上がっている。
⑷　利水チームの活動
　筆者がチームリーダーを務めていた利水チームは，長良川河口堰の開門調査にあたっての利水面での
さらなる検討項目の議論を行ってきた。論点としては以下の 6項目を掲げてきたが，実際の議論は①と
②に集中した。また，③については富樫委員が報告をまとめ，上述の連続講座の第 4回で披露してい
る。さらに⑤については愛知県の庁内検討チームが毎年度末に報告を行っている。
　　①水道水の安定供給を確保しつつ行う知多半島の水道水源の切り替え
　　②福原輪中についての塩害防止に関する調査
　　③水道水の安定供給システムに関する検証と，その結果を踏まえた愛知県の水需給のバランス，及
び渇水リスクの見直し
　　④工業用水道・上水道企業会計適正化
　　⑤愛知県・名古屋市での節水努力の呼びかけ
　　⑥愛知県内の農業用水の取水実態及び使用実態の調査
　①は長良川河口堰の開門調査を行う場合，現在，長良川から取水している知多半島地域の水道水源が
失われる。そのための代替水源を確保することを目的としている。最も大きな安全度を採用した場合，
現行の木曽川の取水ルールを全てクリアした上での取水の可能性ということになる。この場合，利水
チームの検討では，大変制約は大きいものの，40 日前後の開門調査は可能であるという結論を得てい
る。その上でさらに木曽川の取水ルールをより弾力的に運用することができれば，開門調査が可能とな
る期間はより長くなる。本テーマにおいて，現在関心が集中しているのは，取水停止した幹線水路に滞
留する水の処理についてである。短期間の滞留ならば問題ないが，開門調査が長期化し，水道水の滞留
期間が長くなった場合，排水処理に工夫が必要となる。
　②は福原輪中の農業用水の代替水源に関する検討である。河口堰を開門した場合，福原輪中近くの長
良川の塩水化が避けられず，代替水源が必要とされる。河口堰完成以前に行っていたアオ取水 2）や地
下水を代替水源とする等の検討を行っている。
　『報告書』では 5年間程度の調査が望ましいとされたが，国交省の協力が得られていない現状におい
て，三重県等他自治体へ全く迷惑をかけずに代替水源を確保して開門調査を実施することは決して簡単
ではない。開門調査の必要性を関係機関で共有し，現行の木曽川取水ルールを弾力的に運用することが
強く求められている。
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4．現状と課題
　見てきたように，長良川河口堰の開門調査への道は決して容易ではない。国交省はかたくなに愛知県
との合同会議を拒んでいる。愛知県と同じく関係自治体である三重県，岐阜県も開門調査には消極的で
ある。
　確かに長良川河口堰のゲートを一時的にしろ上げることによって，塩水が河口堰上流に流れ込み，現
在の利害関係者に負の影響を与える可能性は決してゼロではない。しかし，可能性がゼロでないことを
理由に，開門調査を全て拒否する態度はいかがなものであろうか。このような理屈が成立するとなれ
ば，そもそもあらゆる公共事業は実施できなくなる。20 数年前，長良川河口堰がゲートを閉め，長良
川を分断したことによって発生した環境問題を対象としていることから言えば，もっと強くそもそもの
河口堰建設を批判しなければならなくなる。今回の開門調査は河口堰運用に伴って発生した環境問題の
内容を探るものであり，解決の道を探るために実施するものである。これは木曽三川地域に暮らす人々
にとって河口堰の運用開始以来の願いであり，そうした人たちに支えられて開門検討委員会は成立して
いる。
　環境影響を伴う各種公共事業は，事業完成後に改めて環境影響の内容をチェックする必要がある。こ
れまでわが国では数えきれない程の公共事業が実施されてきた。中には人々の生活を破壊するほどの環
境被害を出した事業もある。適切な環境影響評価がされていないことによって，環境影響が確認されて
ない事業も多々あるであろう。そうした事業において環境影響評価の偏向が明らかになったとき，取り
返しのつかない環境被害が発生している恐れがある。筆者はこのことを心配する。だからこそ，環境影
響評価が個別省庁の偏った価値観，環境観によってなされているという批判は，各省庁が最も避けなけ
ればならないことである。
　例を挙げよう。長良川で産卵した鮎の仔魚は，河川を下って海に出る際に長良川河口堰に行く手を阻
まれ，流れのない河口堰貯水湖面でほぼ死滅しているのではないかと心配されている。この心配に対し
て国交省は公式には何も答えていない。現場では，人間が鮎の卵を採取し，長良川河口堰に隣接して造
られた孵化施設まで運び，孵化させた上で放流している。人が手を差し伸べて鮎のライフサイクルを支
えているのである。しかし，これは上述の心配に対しての適切な対応なのであろうか。私たちが目指す
べきは，鮎の卵を運搬することではなく，鮎の仔魚が自然流下できる長良川を取り戻すことではないの
か。これは完全に環境影響の理解のずれ，そして環境観の対立として表れてくる。筆者は，長良川河口
堰下流に厚く堆積し，取り除くことのできないヘドロも長良川河口堰の存在そのものを問いかける環境
影響と考えるが，国交省がヘドロ対策をとっているようにも見えない。
　筆者の述べるこのような環境観に全ての人が同意するとは思ってはいない。今の長良川を見て，「本
当に環境は悪くなっているのか。問題ないのでは」や，「河口堰が閉められて長年月が過ぎ，既に新し
い自然が一般化している。これを変えるのは止めてほしい」等，様々な意見があることも承知してい
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る。だからこそ，調査が必要なのである。彼らにとって，開門調査の結果，危機的状況には陥っていな
いという救いの結果が得られる可能性もある。利害対立が存在する問題に対して，特定の偏った環境観
からのみで問題を処理するような非科学的方法をとることは止めた方がよい。
　筆者がここまで長良川河口堰をはじめとする環境問題にこだわる理由の背景には，以下の理解が存在
する。環境省自然環境局野生生物課（2014）によると，地球上での種の絶滅速度は，1975 年以前，1年
間に 1種以下だったものが，現在は 1年間に 4万種の生物が絶滅しているという。これを見る限り，人
間社会の自然との関わりは筆者らの予想をはるかに超えて深刻化している。長良川河口堰が川の流れを
遮り，汽水域を破壊し，ヘドロを堆積させ，生物を死に追いやっていることが事実なら，それはほんの
小さな取るに足らない出来事では決してない。私たちはもっと謙虚にこうした巨大公共事業のもたらす
環境影響と向き合わなければならないのでる。
　環境問題の解決に当たっては，その背後から強く運動を支えてくれる圧力団体，業界団体は存在しな
い。本来，環境省や自治体環境部局がそうならなければならないにもかかわらず，日本ではそのような
動きは鈍い。本稿で扱ってきた長良川河口堰最適運用検討委員会は，そうした状況下において，環境影
響を適切に見ようとする稀有な存在であると筆者は考える。だからこそ，最適運用委員会の試みを潰し
てはならない。愛知県知事，名古屋市長の個人的な思いにとどめるのではなく，国，地方の公共部門
が，そして市民，県民，国民が異なる意見をぶつけ合いながらも，より開かれた関係構築を目指すべき
である。少なくとも，開門調査問題では，第一段階の長良川河口堰検証プロジェクトチームの立ち上げ
において，様々な意見を持ち，異なる環境観を有する専門家を集め，議論を交わすという試みをした実
績を有している。現在，求められているのは，そうした異なる意見をさらに実際の調査を行いながら，
合意形成するための努力だと筆者は考える。
注
1） この時，検証プロジェクトチームも 22p の『報告書』を提出しているが，本稿ではより具体的内容を記した
専門委員会の『報告書』について検討している。
2） 海水の上にある川の水だけを取水する方法を言う。
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